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新 年 度 に あ た っ て

　厳しい状況が続いた平成２３年度が過ぎ、依然と

して好転の兆しは不明瞭のまま２４年度を迎えまし

た。そのような状況下ではありますが、技術支援

機関として、今年度もできる限りの力を尽くして

いきたいと思っております。

　さて、昨年度この欄で紹介いたしましたように、

当所は名古屋市産業振興ビジョンに基づき、地域

企業への技術支援に取り組んでおりますが、今年

度、そのための新たな体制に移行しました。一面

では、名古屋市の行財政改革の一端を担うという

責任もありますが、何よりも利用者の皆さんのお

役に立つ工業研究所として、その機能を強化する

ことに重点を置いたものです。要点を申し上げれ

ば、従来よりもコンパクトでありながら、技術の

守備範囲は維持しつつ、新たな事業提案力を全所

的に動員できる体制を目指しています。

　具体的には、従来、機械金属部、材料化学部、

電子情報部の３部であったものをシステム技術部

と材料技術部の２部体制に再編し、システム技術

部に製品技術、生産システム、電子技術、計測技

術の４研究室を、材料技術部に金属・表面技術、

有機化学、環境技術の３研究室を配しております。

システム系と材料系に組織を集約し、室の数も絞

り込んで、所の一体性を高めるとともに、全所的

な視点での技術資源の効果的活用によって、様々

な事業の企画立案にあたり、より積極的な取組み

を進めてまいります。同時に副所長直轄でプロ

ジェクト推進室を設置し、なごやサイエンスパー

クにおける他の研究機関との共同研究等の計画・

実施に統一性・体系性を持たせていきます。

　一方、これまで当所が技術支援に活用してきた

技術資源の削減縮小は行なわず、守備範囲として

掲げてきた４７の「得意技術」ベースでの組織再編

といたしました。新組織への移行に伴い、これま

での相談ごとはどこに持ちかければいいのか、と

戸惑われることもあるかもしれませんが、基本的

に職員の担当業務自体に大きな変化はありません。

技術相談、依頼試験、受託研究などの業務は勝れ

て属人性が高く、人材そのものが当所の有する技

術資源の大きな部分を占めていることは申し上げ

るまでもありません。職員の自主自律性を尊重し

つつ、行政サービス機関の一員としての自覚を高

め、企業の皆さんへのより効果的な支援に当たっ

てまいります。

　新たな体制の下で、いっそう身近な存在として、

利用者の皆さんと共に歩んで参りますので、今後

ともよろしくお願いいたします。

所長　濱田　幸弘　



　ＨＡＺＯＰ研究（Ｈａｚａｒｄ ａｎｄ Ｏｐｅｒａｂｉｌｉｔｙ Ｓｔｕｄｙ）

は、ＩＥＣ（国際電気会議）発行の国際規格です。国

際規格は、世界貿易機構（ＷＴＯ：Ｗｏｒｌｄ Ｔｒａｄｅ 

Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ）の技術的障害（ＴＢＴ：Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ 

Ｂａｒｒｉｅｒｓ ｔｏ Ｔｒａｄｅ）協定によって、国際調達の

技術仕様を記述する際に尊重します。工業標準化

法にもとづいて日本工業規格を作成する際に、国

際整合性を考慮しています。

　名古屋市工業研究所では、平成１９年度経済産業

省戦略的基盤技術高度化支援事業「機能安全対応

自動車制御用プラットフォーム」において、ＩＥＣ

６１５０８機能安全規格に対応する中で取り組んでき

ました。

　ＨＡＺＯＰと同様に、国際規格になっている手法に

は、ＦＴＡ（Ｆａｕｌｔ Ｔｒｅｅ Ａｎａｌｉｓｙｓ）、ＦＭＥＡ（Ｆａｉｌｕｒｅ

Ｍｏｄｅ ａｎｄ Ｅｆｆｅｃｔ Ａｎａｌｙｓｉｓ）があります。ＦＴＡ

は故障の発生原因及び発生確率を論理的な木構造

を記述して解析する方法で、上から下（トップダ

ウン）に辿る方法です。ＦＭＥＡは、部品などの障

害状態から、発生原因、測定方法から対策を検討

する方法で、下から上（ボトムアップ）に辿る方法

です。

　ＨＡＺＯＰは、１１の誘導語（ｇｕｉｄｅ ｗｏｒｄ）に基

づいて、想定外の事象を無くすことができます。

ＦＴＡで扱う故障を想定したり、ＦＭＥＡで扱う障

害状態を想定したり、ＦＴＡ、ＦＭＥＡを補強する

ために使うことができます。また、ＨＡＺＯＰを製

品やシステムの利用者、運転者、保守担当などの

利害関係者と一緒に実施することによって、実際

に製品やシステムが運転中に起こす事故を防ぐた

めに用いることができます。

　ＨＡＺＯＰの大切な点は、１１ある誘導語のうち１０

個が対称的な概念である点です。大き過ぎること

は検討していても、小さ過ぎることを検討してい

ないことがあります。遅過ぎることは検討してい

ても、早過ぎることを検討していないこともあり

ます。このように故障や障害などの原因の対称な

事象についても対策を立てておくきっかけになり、

網羅的に対策を立てることができます。

　ＨＡＺＯＰは、化学プラントにおけるタンクへの

原材料の流量制御を行う弁の電気的制御によって

安全を確実にする手法から始まっています。原材

料の流れを、電気、情報の流れに置き換えて、す

べてのシステムに適用するようになってきました。

事故対策のみでなく、東海地震対策も織り込んだ

ＨＡＺＯＰを行った企業もあります。

　ＨＡＺＯＰは案内付きブレーンストーミングとも

呼ばれています。１１の誘導語が案内になります。

一人ＨＡＺＯＰとして、個人で検討できることは先

に検討してから、集合作業をすれば、すでに分

かっていることを前提として作業を始めることが

できるため効率的です。

　名古屋市工業研究所では、過去５年間に２０回を

超えるＨＡＺＯＰ分析演習のセミナ、技術指導を実

施し、延べ２００名を超える参加者がいます。自動

車、エレベータなどの地元の産業に直結した例題

と、原子力発電所事故、津波対策などの重要事項

を題材にしてきました。すべての産業分野、また、

物理現象から社会的事象に至るまで、幅広く適用

できることが分かってきました。製品設計・開発

から、システムの保安、保全、保守、運用の課題

を洗い出すことにも利用可能です。

　　　　　（小川　清）

　　　　　ＴＥＬ（０５２）６５４－９９４７
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技術紹介 安全分析としてのＨＡＺＯＰ（はぞっぷ）

外れの表現誘導語分類
質又は量がない無（ｎｏ）存在（ｅｘｉｓｔｅｎｃｅ）

向きが反対逆（ｒｅｖｅｒｓｅ）方向（ｄｉｒｅｃｔｉｏｎ）

その他の方向、物
質

他（ｏｔｈｅｒ ｔｈａｎ）存在・方向

量的な増大大（ｍｏｒｅ）
量（ｑｕａｎｔｉｔｙ）

量的な減少小（ｌｅｓｓ）

質的な増大、同時類（ａｓ ｗｅｌｌ ａｓ）
質（ｑｕａｌｉｔｙ）

質的な減少部（ｐａｒｔ ｏｆ）

時間が早い早（ｅａｒｌｙ）
時間（ｔｉｍｅ）

時間が遅い遅（ｌａｔｅ）

順番が前（事前）前（ｂｅｆｏｒｅ）
順番（ｏｒｄｅｒ）

順番が後（事後）後（ａｆｔｅｒ）

誘導語（ｇｕｉｄｅ ｗｏｒｄ）
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　金属材料は様々な所で様々な使われ方がなされ

ています。そのような金属製品あるいは部品が思

いがけずさびてしまった、腐食により貫通穴があ

いてしまったということがしばしば経験されてい

ます。当所では金属材料の腐食に関する相談や調

査依頼を受けております。以下に、腐食損傷品が

持ち込まれた際の調査手順とその方法を簡単に説

明します。

　先ず腐食が発生した場合その原因調査を行うか

どうかを判断します。調査を行う場合は当然です

がそのための費用と時間とがかかります。一方、

腐食損傷部品の交換のみにとどめれば費用や時間

は節減できます。しかしながら、今後同様の腐食

を引き起こさないような対策を立てるには原因調

査まで踏み込む必要があります。

　原因調査を実施することになった場合、まず現

場状況の情報収集が重要となります。腐食の発生

状況（腐食箇所とその形態、損傷発生時の状況な

ど）、材料の種類、構造、使用環境や期間、過去の

経歴や使用実績などできる限り多くの情報を集め

ることが原因究明のための近道です。このような

情報をもって当所にお越しいただき、先ずは聞き

取り調査（技術相談）を行います。その中で過去

の腐食事例あるいは文献など公表されているデー

タなどを参考に原因の検討を行います。この段階

で腐食原因が明らかとなり、詳細な調査を行うま

でもなく目的が達成される場合があります。

　聞き取り調査だけでは原因の特定に至らなかっ

た場合は詳細な調査に移ります。その際に注意す

べきことは、腐食が発生した状態を可能な限りそ

のまま残しておくということです。後に、腐食形

態を調べたり腐食生成物の分析を行ったりする可

能性があるため、表面を洗い落とす、あるいは損

傷部の補修を行うなど手を加えないようにすべき

です。その上で小物であればそのまま、大物であ

れば腐食部を含むやや広い範囲の箇所を切り出し

て持ち込んでいただきます。

　最初に目視検査を行います。肉眼やルーペによ

り外観観察を行い腐食の形態を調べます。また、

腐食箇所の部位、例えば溶接部に近い箇所か、配

管であれば直管部かエルボー部かなどの発生箇所

の確認を行います。この目視検査と聞き取った現

場状況の情報から調査の方向付けを行い、さらに

詳細な調査へと進みます。

　図面の指示あるいは仕様と異なる材料が使用さ

れていた疑いがある場合は材料の成分分析を行い

ます。これによりＪＩＳの規格に適合しているか否

かの確認もできます。さらに、さびた表面の腐食

生成物の分析（ＳＥＭ－ＥＤＸなどを用いた局所的

な元素分析あるいはＸ線回折による結晶構造の同

定等）を行うことで腐食促進元素の有無や腐食生

成物の構造の情報が得られます。また、腐食した

部材断面の顕微鏡観察を行うことで、例えば、応

力腐食割れや粒界腐食といった腐食形態の確認が

できます。前述の情報と得られた詳細な調査結果

を総合して腐食発生メカニズムを推定し、それを

もとに再発防止の対策を検討していきます。腐食

破損が発生してお困りの際にはご相談下さい。

（山田　隆志）

ＴＥＬ（０５２）６５４－９８８０
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試験紹介 金属材料の腐食損傷調査
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　当所は、地域に根ざした頼りがいのある中核研究機関を目指すとともに、積極的に技術開発をしようと
する企業の皆様とそれぞれのオンリーワン技術の開発に取り組んでいます。
　お気軽に当所をご利用いただく参考として、過去に技術支援した例を紹介します。

　オフィス机の強度に関する相談がありました。
　相談企業はこれまでにも多くの机を手がけ、今回は有名デザイナーに
設計を依頼して、独創的なデザインの机を開発されました。相談者も満
足のいくものでしたが、机の端に腕でもたれると従来製品よりたわんで
しまう点が気になり、相談者自身が材料力学の計算をした結果、計算値よ
りも実際のたわみが大きく、設計と製作とのギャップが有るのか悩んで
いました。計算書を見たところ、机の天板の梁の計算が間違いなくされ
ていましたが、天板を支える脚柱、脚柱と天板とを止める締結部の設計根
拠に疑問がありました。そこで実際に負荷を掛けた試験を行い、設計と
実際のギャップ（例えば脚柱のたわみなど）を検証し、その結果を逆に設
計へ反映してもらいました。近年は形状重視の製品作りが進み、安全性
も含めて、実証的な確認とその設計へのフィードバックがますます必要
になっています。

インテリア机の設計

業種：プラスチック製品
目的：設計の検証

問合せ先
　児島澄人
　（０５２-６５４-９８６１）

　屋外構造物に防食塗装鋼板を使用したいので、表面処理方法の異なる
鋼板の耐候性能を比較したいという相談がありました。
　長期の耐候性を短期間で調べるには、促進耐候性試験機を用いる方法
があります。防食下地と上塗り塗装の組み合わせを変えた鋼板試料を、
サンシャインカーボンアーク灯式耐候性試験機を用い、一定期間照射し
劣化を促進させました。照射後、色差および光沢残存率による劣化評価
を行うことにより、表面処理方法を変えた場合の耐候性能の違いを知る
ことができました。
　当所には、他に光源の異なる紫外線カーボンアーク灯式およびキセノ
ンアークランプ式耐候性試験機を所有しており、使用環境や様々な規格
に対応した耐候性試験が可能です。また、色彩計測、光沢度、ヘーズなど
の光学測定や引張強度、曲げ強度などの物性試験も合わせて行えますの
で、各種材料や製品の耐候性能を評価することができます。

防食塗装鋼板の耐候性評
価

業種：化学
目的：性能評価

問合せ先
　丹羽　淳
　（０５２-６５４-９９０１）

　自社で電機部品の保護カバーを開発したいとの相談を受けました。
　今回、開発を予定している製品は実装部品に使用されることから耐久
性や作業性などを実験により試作段階から充分に検討する必要がありま
した。当所に導入されている三次元造形機は「熱溶解積層法」を採用して
いる為、射出成形で作製したプラスチック製品と同等の強度を持った造
形物を作製することが可能です。
　依頼者と開発製品の形状や開発工程の打ち合わせを行った後、３ＤＣＡＤ
データを基に造形物をＡＢＳ樹脂にて作製致しました。その後、作製した
造形物を使用して、依頼者にて耐久試験や作業性確認など様々な実験・検
証を行って頂き、造形した製品は仕様を満たしていることが実証されま
した。これによって依頼者が金型を作製して射出成形で製品作製を行う
段階に進むことができました。

電機部品保護カバーの製
品開発支援

業種：電気・電子
目的：製品開発

問合せ先
　近藤光一郎
　（０５２-６５４-９８９２）


